
 

９．重要な契約 

(1)工事請負契約 

(仮称）立正大学12号館（学生厚生棟）の新築工事設計・施工請負契約 

①工事請負業者 前田建設工業株式会社  

②請負金額   449,400,000円 

 

(2)業務委託契約 

立正大学熊谷キャンパス再開発設計・管理の業務委託契約 

①委託業者   株式会社石本建築事務所  

②報酬総額   231,000,000円 

 

(3)工事請負契約 

立正大学５・６号館リモデリング工事請負契約 

①工事請負業者 西松建設株式会社  

②請負金額   1,207,500,000円 

 

１０．当年度の主な設備の取得状況 

教育研究用機器備品 
摘    要       金 額 (単位:円） 

刺激提示反応測定システム 1,680,000 

９号館教室プロジェクト 3,633,000 

GPS測量解析システム 1,963,500 

自動分析装置 イオンクロマトグラフ 4,515,000 

デジタル測風経緯儀 1,911,000 

気象衛星ひまわり受信解析装置 3,482,700 

パソコン 偏光顕微鏡計測用 2,677,500 

 

１１．監査の状況              

 独立監査人の氏名 新日本監査法人（東京都千代田区）      

  代表社員・業務執行社員  公認会計士  栗原安夫  

代表社員・業務執行社員  公認会計士 山本禎良 

                  

Ⅲ．財務の概況  

 

１．財務の概況    

(1)消費収支計算書について 

平成17年度消費収入総額（帰属収入）は16,987百万円で対前年度比591百万円3.6％増となった。

これは、主として資産運用収入が増加したことと、寄付金・補助金・手数料などが増加したことによ

る。帰属収入から組入れる基本金は4,609百万円で対前年度比4％増となったが、これは大学施設整

備拡充計画に基づき第２号基本金を3,100百万円組入れしたことによるものである。これに対して、

消費支出は12,195百万円で対前年度比250百万円2.1％増となり、これは主として管理経費（広告

料など）が増加したことによる。この結果、平成17年度消費収入超過額は183百万円となった。 

                  

(2)貸借対照表について 

平成17年度末の貸借対照表資産の部の資産総額は84,235百万円で対前年度比4,122百万円の増

となった。これは、有形固定資産（大崎９号館建替・大崎12号館新築）増加と教育施設拡充引当資

産・減価償却引当特定資産等の特定資産の増加による。負債総額は 8,910百万円で対前年度比 669

百万円減となったが、これは、未払金・退職給与引当金などの減少によるものでる。基本金は73,779

百万円で対前年度比4,608百万円増となった。これは、1号基本金(９号館・12号館などの有形固定

資産取得）と第２号基本金（大学施設整備拡充計画による先行組入れ）及び第3号基本金（石橋湛山

記念基金）への組入れ増加によるものである。 

翌年度繰越消費収入超過額は1,546百万円となった。  
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２．経年比較 
(1)消費収支計算書          
①消費収入の部                              （単位：百万円） 

科    目 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

学生生徒等納付金  12,409 12,029 12,067 12,063 11,959 

手数料 544 529 511 459 512 

寄付金 271 328 321 190 261 

補助金 1,208 1,401 1,389 1,252 1,301 

資産運用収入 892 1,022 1,271 1,520 1,893 

その他 1,060 1,136 1,172 912 1,061 

帰属収入合計 16,384 16,445 16,731 16,396 16,987 

基本金組入額 -530 -2,365 -3,553 -4,433 -4,609 

消費収入合計 15,854 14,080 13,178 11,963 12,378 

 
②消費支出の部                （単位：百万円） 

 科    目 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

人件費 7,261 7,515 7,475 6,992 6,883 

教育研究経費 3,500 3,251 3,392 3,693 3,780 

管理経費 1,317 1,247 1,169 1,203 1,478 

その他 139 823 23 57 54 

消費支出合計 12,217 12,836 12,059 11,945 12,195 

当年度消費収入超過額 3,637 1,244 1,119 18 183 

 
(2)貸借対照表  
①資産の部                                 （単位：百万円） 

科    目 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

固定資産 47,618 49,377 52,592 56,777 60,374 

 有形固定資産 24,813 25,387 26,315 26,735 27,115 

 土地 6,350 6,350 6,350 6,351 6,351 

 建物 16,334 15,459 17,715 16,736 17,659 

 構築物 555 475 485 1,057 979 

 教育用機器備品 461 358 689 648 676 

 図書 1,046 1,032 1,005 962 926 

 その他 67 1,713 71 981 524 

 その他の固定資産 22,805 23,990 26,277 30,042 33,259 

 減価償却引当特定資産 12,873 13,478 13,936 14,356 15,031 

 第３号基本金引当資産 6,373 6,797 6,819 7,278 7,549 

 教育施設拡充引当資産 875 1,050 2,899 5,872 8,235 

 退職給与引当特定資産 2,436 2,429 2,411 2,360 2,291 

 その他 248 236 212 176 153 

流動資産 20,320 21,491 23,081 23,336 23,861 

 現金預金 8,278 5,285 4,917 3,512 3,886 

 有価証券 11,463 15,418 17,394 19,311 19,467 

 その他 579 788 770 513 508 

 資産の部合計 67,938 70,868 75,673 80,113 84,235 

 
②負債の部                         （単位：百万円） 

科    目 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

固定負債 5,054 4,975 4,874 4,736 4,581 

 長期借入金 181 117 53 17 1 

 退職給与引当金 4,873 4,858 4,821 4,719 4,580 

流動負債 5,083 4,482 4,716 4,843 4,329 

 短期借入金 64 64 64 36 17 

 未払金 1,141 360 594 1,148 553 

 前受金 3,566 3,685 3,705 3,368 3,468 

 その他 312 373 353 291 291 

 負債の部合計 10,137 9,457 9,590 9,579 8,910 
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③基本金の部                           （単位：百万円） 

科    目 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

第1号基本金 50,735 52,501 54,182 55,184 57,150 

第2号基本金 875 1,050 2,899 5,872 8,235 

第3号基本金 6,372 6,797 6,819 7,278 7,557 

第4号基本金 837 837 837 837 837 

 基本金の部合計 58,819 61,185 64,737 69,171 73,779 

 
④収支差額の部                               （単位：百万円） 

科    目 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

翌年度繰越消費収入超過額 -1,018 226 1,345 1,363 1,546 

消費収支差額の部合計 -1,018 226 1,345 1,363 1,546 

 
負債の部、基本金の部及び消費

収支差額の部 
67,938 70,868 75,672 80,113 84,235 

 
(3)消費収支計算書関係比率             
 比   率 算   式 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

人件費 ％ ％ ％ ％ ％ 
1 人件費比率 

帰属収入 44.3 45.7 44.7 42.6 40.5 

人件費 
2 人件費依存率 

学生生徒等納付金 
58.5 62.5 62.0 58.0 57.6 

教育研究経費 
3 教育研究経費比率 

帰属収入 
21.4 19.8 20.3 22.5 22.3 

消費支出 
4 消費支出比率 

帰属収入 
74.6 78.1 72.1 72.9 71.8 

消費支出 
5 消費収支比率 

消費収入 
77.1 91.2 91.5 99.8 98.5 

学生生徒等納付金 
6 学生納付金比率 

帰属収入 
75.7 73.1 72.1 73.5 70.4 

補助金 
7 補助金比率 

帰属収入 
7.4 8.5 8.3 7.6 7.7 

基本金組入額 
8 基本金組入比率 

帰属収入 
3.2 14.4 21.2 27.0 27.1 

                 
(4) 貸借対照表関係比率             
  比   率 算   式 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

負債総額 ％ ％ ％ ％ ％ 
1 総負債比率 

資産総額 14.9 13.3 12.7 12.0 10.6 

有形固定資産 
2 有形固定資産比率 

総資産 
36.5 35.8 34.8 33.4 32.2 

流動資産 
3 流動比率 

流動負債 
399.8 479.4 489.5 480.6 551.2 

現金預金 
4 前受金保有率 

前受金 
232.1 143.4 132.7 104.3 112.1 

                  
 
３．資金調達の状況               
(1)借入金の状況                                                               （単位：円） 

借 入 先 期首残高 当期借入額 当期返済額 期末残高 

日本私立学校振興・共済事業団 52,160,000 0 35,440,000 16,720,000 

東京都私立学校教育振興会 1,000,000 200,000 400,000 800,000 

計 53,160,000 200,000 35,840,000 17,520,000 
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(2)寄付金の状況                                                                （単位：円） 
寄附金受入先 大  学 中学高等学校 合  計 

日 蓮 宗        65,900,000 3,000,000 68,900,000 

立正大学橘父兄会      25,358,500 0 25,358,500 

立正大学同窓会/立正中高同窓会 14,166,279 2,568,246 16,734,525 

新入生父母        27,520,000 19,300,000 46,820,000 

130周年寄付金      6,750,000 0 6,750,000 

立正エンタープライズ（株） 14,177,100 1,522,900 15,700,000 

仏教同窓生・寺院（仏教学部指定） 64,091,500 0 64,091,500 

そ の 他        612,091 0 612,091 

現物寄付金        15,861,660 17,281 15,878,941 

合    計 234,437,130 26,408,427 260,845,557 

 
(3)学校債の状況                
発行していない。 
               

Ⅳ. 当面の課題                
本学校法人立正大学学園を取り巻く環境は、今後、一段と厳しくなっていくものと思われる。我が国

の高等教育は大きな変革のときを迎えており、国立大学の法人化、株式会社による大学設置、専門職大

学院の制度化、認証評価機関による評価制度の導入、格付けの開始と公募学校債の実現への検討、大学・

学部等の設置については事前認可から事後チェックへと急速に改革が行われている。 
一方、産業界の変革等による社会情勢の変化に伴い、困難な経営状況に直面する学校法人も増加して

おり、私立学校全体が厳しい競争環境にさらされてきている。このような状況に対処していくためには、

今後の学校法人は、特色ある学校教育を展開し、その学校法人の個性を伸ばしていくとともに、更なる

少子化の進行を見据え、新たなニーズを掘り起こし、様々な課題に対しての戦略をもって主体的、機動

的に対応していくための体制を強化していくことが重要となってくる。 
また、情報公開に対する対応等、学校教育全体に対する説明責任を求める声も高まってきており、学

校法人としてもこのような社会からの要請に引き続き適切に対応し、公共性を有する法人としての責務

を果たしていくことも重要な課題となってきている。 
このような状況の中、本学校法人は、学部学科再編・増設等の継続、施設建設・拡充、大崎・熊谷キ

ャンパス学部棲み分けの実施、遠隔授業等の展開、グローバル化に対応した高等教育の推進等を計画し

ている。そのために本学校法人は、安定した財政基盤を今後も維持していくことが重要であると認識し

ている。来期以降においても、教育研究の質的改善・改革を継続するために、財政上のストック面を更

に充実させることを計画している。 
今後とも本学校法人は、財政面における社会的責任を果たし、更なるブランドイメージの向上を目指

し、改革を推し進めていく。  
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